
2 園芸用ガラス室・ハウス設置面積（ha）［累計］

平成２４年
県民意識調査

満足群の割合 不満群の割合
満足群・不満群
の割合による
区　　　　　分

　※満足群・不満群の割合による区分
　　　Ⅰ：満足群の割合50％以上
　　　　　　かつ不満群の割合25％未満
　　　Ⅱ：「Ⅰ」及び「Ⅲ」以外
　　　Ⅲ：満足群の割合50％未満
　　　　　　かつ不満群の割合25％以上

(満足＋やや満足) (やや不満＋不満)

35.5% 29.9% Ⅲ

30.0ha
(平成22年) (平成24年) (平成24年) 87.5% (平成25年)

4
土地利用型農業を行っている農業生産法人１
法人当たりの水田経営面積（ha）

21.9ha 27.3ha 23.9ha
Ｂ

746ha －ha 833ha

35,167,937 61,817,700 -

840ha
(平成22年度) (平成24年度) (平成24年度) (平成25年度)

11,850ha
(91.2%)

(平成22年度) (平成24年度) (平成24年度) 104.0% (平成25年度)

0ha
(0%)

10,580ha
(81.4%)

11,000ha
(84.6%) Ａ1 農地復旧・除塩対策の施工面積（ha）［累計］

農林水産部
（農業振興課）

【農業・林業・水産業】

施策の方向

（「宮城の
将来ビジョン
・震災復興

実施計画」の
行動方針）

❶生産基盤の早期復旧
◇　営農の再開に向け，がれきの撤去や用排水施設の復旧，除塩など生産基盤の早期復旧に取り組む。あわせて，
用排水施設の円滑な運転を支援する。
◇　加工施設や農業用倉庫などの共同利用施設の復旧に取り組むとともに，被災地からの家畜の避難を支援するほ
か，園芸施設や畜舎の復旧・整備を推進する。
◇　衛生上の観点などから，浸水した米・大豆等を迅速に処理するとともに，死亡家畜の処理を支援するほか，様々な
影響が生じている原子力災害に対して迅速な対応を図る。
❷早期営農再開に向けた支援
◇　営農の再開に向けた各種相談に応ずる総合的な窓口を設置するとともに，経営指導等を行う。また，浸水等により
農地の利用が困難となった農業者に対し，活用可能な農地等の紹介や貸付け等を促進するほか，農業法人等での雇
用など就農機会の確保に取り組む。
◇　被災した農業者の経済的負担軽減を図るため，災害対策資金の創設など，資金融通の円滑化を図る。
◇　被災した土地改良区などの農業関係団体を支援するため，借入金償還の軽減などを図る。
❸農業・農村復興プランの策定及び生産体制の整備に係る支援
◇　ゾーニングによる土地利用や効率的な営農方式の導入を推進するため，各市町や地域の農業・農村に関する復
興計画の策定を支援するとともに，その具現化に向けて，生産基盤の整備や農業経営の効率化に向けた取組を支援
する。
❹収益性の高い農業経営の実現
◇　収益性の高い農業経営を実現するため，多様な担い手の参入や共同化・法人化に向けた支援を行う。
◇　大規模な土地利用型農業を実現するため，地域水田農業を支える認定農業者や農業法人等への農地集積を図
るとともに，農業用施設や機械などの導入を支援する。
◇　稲作から施設園芸への転換や畜産の生産拡大を図るため，園芸施設や畜舎の整備，農業用機械や家畜の導入
を支援する。
◇　他産業のノウハウを積極的に取り込むなど，付加価値の高いアグリビジネスの振興を図る。
❺活力ある農業・農村の復興
◇　農業・農村の活性化を図るため，都市との交流促進や６次産業化など，農業の高付加価値化や農村ビジネスの振
興に向けた取組を支援する。
◇　農村の持つ多面的機能の維持を図るため，防災対策や自然環境，景観を意識した農村の形成を図る。

(指標測定年度) (指標測定年度) (指標測定年度) 達成率 (指標測定年度)

※決算（見込）額は再掲分含む

目標
指標
等

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」

　■達成率（%）　フロー型：実績値／目標値
　　　　　　　　　　　　ストック型：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）

初期値 目標値 実績値 達成度 計画期間目標値

決算（見込）額
（千円）

年度
平成23年度
（決算額）

平成24年度
（決算（見込）額）

平成25年度
（決算（見込）額）

施策名 1 魅力ある農業・農村の再興
施策担当

部局
農林水産部

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 4 農林水産業の早期復興
評価担当

部局
（作成担当

課室）

県事業費

平成25年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成24年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 4 施策 1

Ｎ

3 津波被災市町における家畜飼養頭羽数（頭）
157,835頭 167,600頭 191,548頭

Ａ
180,000頭

(平成22年度) (平成24年度) (平成24年度) 114.3% (平成25年度)
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・農地復旧・除塩対策が必要な農地13,000haのうち，平成24年度
までに着手した11,000haを除く，残る2,000haの復旧が必要となっ
ている。また，復旧が必要な排水機場47施設のうち，本復旧に着
手した33施設を除く，残る14施設の本復旧工事が必要となってい
る。

・甚大な津波被害地域においては，農地を復旧するに当たり，競
争力強化に向けたほ場の大区画化など，農地などの再編整備が
必要となっている。

・震災により崩壊した地域農業の復興を図るには，被災した農業
生産施設や農業機械等の整備とともに，担い手の育成が必要と
なっている。

・被災した園芸産地を復活させ，地域農業の牽引役として園芸振
興を図っていくためには，大規模な園芸団地化等の取組が必要と
なっている。

・東日本大震災に係る農地・農業用施設等の復旧復興のロード
マップに基づき，農地の復旧や除塩対策を計画的に進めるととも
に，排水機場等の農業用施設等の復旧工事を実施し，生産基盤
の早期復旧を図る。

・津波などの被害が著しい農地のうち，ほ場整備などが未整備の
農地を中心に，単なる復旧にとどまらない大区画ほ場整備を実施
し，広域的で大規模な土地利用を図る。

・被災した農業生産施設や農業機械の一体的な整備を支援する
とともに，担い手への農地集積や地域農業の将来像を描いた計
画の作成とその実現に向けた取組を支援する。

・亘理山元地域のいちご生産団地や石巻地域のトマトやきゅうりの
生産団地を整備する取組など地域のニーズに対応した園芸産地
の復興支援を行う。

評価の視点：※

概ね順調■　施策評価　（原案）

事業
の成
果等

社会
経済
情勢

評価の理由
・一つ目の指標「農地復旧・除塩対策の施工面積」は，前年から90.3%増加し，達成率が104.0%，達成度「A」に区分される。
・二つ目の指標「園芸用ガラス室・ハウス設置面積」は，被害が甚大で農業者においては居住すら安定しない状況であることか
ら，平成24年度の目標値を設定していないが，東日本大震災農業生産対策事業等の活用により，前年から40ha増加し，園芸
施設の設置が進展している。
・三つ目の指標「津波被災市町における家畜飼養頭羽数」は，畜舎等の復旧が進み，各種家畜導入助成等の支援により，飼養
頭羽数が前年から16.1%増加し，達成率が114.3%，達成度「A」に区分される。
・四つ目の指標「土地利用型農業を行っている農業生産法人1法人当たりの水田経営面積」は，前年から約8%増加しているもの
の，達成率が87.5%であり，達成度「B」に区分される。

・東日本大震災による津波被害を受けた沿岸部の農地及び損壊した農業用施設の復旧，そして，浸水被害を受けた地域にお
いては，市町の作成した復興計画の実現に向け，農地等の再編整備や生産体制の支援等を図っているが，行政や施工業者の
マンパワー不足や農業者の居住地が分散していること等により，膨大な事務や地域の合意形成など各種調整の遅れが懸念さ
れており，継続した人的支援が必要な状況にある。

・「❶生産基盤の早期復旧」では，復旧が必要な農地13,000ｈａのうち11,000ha（累計）の復旧が進むなど，全ての事業で成果が
出ており，概ね順調に推移していると考えられる。
・「❷早期営農再開に向けた支援」では，経営改善計画策定支援事業など多くの事業で成果が出ており，概ね順調に推移して
いると考えられる。
・「❸農業・農村復興プランの策定及び生産体制の整備に係る支援」では，東日本大震災復興交付金事業など全ての事業で成
果が出ており，概ね順調に推移していると考えられる。
・「❹収益性の高い農業経営の実現」では，東日本大震災農業生産対策事業など全ての事業で成果が出ており，概ね順調に
推移していると考えられる。
・「❺活力ある農業・農村の復興」では，全ての事業で成果が出ており，概ね順調に推移していると考えられる。
・以上により，施策の目的である「魅力ある農業・農村の再興」は概ね順調に推移していると判断する。

目標指標等，県民意識，社会経済情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策に期待される成果を発現させ
ることができたかという視点で，総合的に施策の成果を評価する。

県民
意識

目標
指標
等

・平成24年県民意識調査において，高重視群が78.5%と高く，満足群が35.5%，満足度の「分からない」が34.6%である。
・満足群・不満群の割合による区分は「Ⅲ」に該当する。沿岸部と内陸部の割合の差はほとんどない。

施策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針
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実績値の
分析

・被害が甚大で農業者においては居住すら安定しない状況下であることから，平
成24年の目標値を設定していないが，東日本大震災農業生産対策事業や民間
の支援により，前年から40ｈａ増加し，着実に園芸施設設置面積は回復している。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

・国の施設栽培の実面積は，平成11年に53,516ｈａに達した後は減少に転じ，そ
の後，毎年，減少が続いている。
このような中，東日本大震災後，大規模な施設園芸団地の建設が進むなど,全国
的にも注目される動きである。

- -

園芸用ガラス室・ハウス設
置面積（ha）［累計］

達成率

- -

目標値の
設定根拠

・東日本大震災により沿岸地域では，園芸用施設が壊滅的な被害を受けた。ま
た，内陸部でも施設内の機械，資機材に被害を受け，栽培が困難となっていると
ころもある。
・みやぎ園芸特産振興戦略プランにおいて，生産基盤がしっかりとした競争力の
強い産地づくりに向けた支援を行うこととしている。
・大震災からの復旧・復興に向け，東日本大震災農業生産対策事業等の活用の
動きもあることから，栽培用に使用した園芸用ガラス室・ハウス設置の実面積を目
標指標として設定する。
・目標値については，みやぎ食と農の県民条例基本計画の推進指標となってい
る園芸施設設置面積982ha（平成27年）を達成するためのトレンドから設定した。

指標測定年度

- 840

H25

2

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H23 H24 H25 H26

目標値

793

［ストック型］

-

実績値の
分析

・平成24年度までの目標値10,580ｈａに対して11,000ｈａの農地復旧・除塩対策を
実施し目標値より約4%の進捗が図られている。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

・農林水産省が策定した「農業・農村の復興マスタープラン」（平成24年4月）にお
いて，津波被災6県における平成25年6月までの営農可能見込割合39%（被災面
積21,480ha中8,310ha）に対して，宮城県としては49%（被災面積14,340ha中
7,030ha）とされており，6県平均値を10ポイント上回る進捗となっている。

目標値の
設定根拠

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値

H24

［ストック型］
目標値

H26

達成率 - 110.1% 104.0% -

H26

指標測定年度 H22 H23 H25農地復旧・除塩対策の施
工面積（ha）［累計］

農地復旧・除塩対策の施
工面積（ha）

4

H23 H24 H25

平成25年度政策評価・施策評価基本票

施策 1

目標指標等の状況

政策評価対象年度 平成24年度

H22 H23 H24

- - -

746栽培用に使用した園芸用
ガラス室・ハウス設置の実
面積

・平成24年1月31日に公表した「東日本大震災に係る農地・農業用施設の復旧復
興のロードマップ」で示した農地復旧・除塩対策が必要な農地13,000haを目標値
に設定。平成25年2月8日に公表したロードマップの見直しにより,平成24年度に
は4,800haを施工する。

実績値 - -

　■達成率（%）　　フロー型：実績値／目標値　　ストック型：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）

1

-実績値

-

11,850ha

(91.2%)
10,580ha

(81.4%)

833

(0%)

-

0ha

5,250ha
(44.5%)
5,780ha
(44.5%)

-

-

12,840ha

(98.8%)
11,000ha

(84.6%)

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

H22 H23 H24 H25 H26

目標

実績

680

700

720

740

760

780

800

820

840

860

H22 H23 H24 H25

目標

実績

507



農業生産法人の活動状況
調査で，営農形態が「米麦
作」の法人，「その他」のう
ち水田経営面積が5ha以
上の法人の水田経営面積
の平均

・津波被災市町における家畜飼養頭羽数について，復興に向けた導入費助成に
より，増頭を図るものである。
・津波被災市町においては畜舎や家畜の流失等により，飼養頭羽数は約31万5
千頭羽から約15万8千頭羽に減少したが，震災復興計画等では，畜舎の復旧や
家畜導入の再開により，増頭を図っていくこととし，18万頭羽に目標を設定した。

実績値 157,835 165,000 191,548

実績値

-

- 89.8% 87.5%

-

H23 H24

H24

-

H22

平成24年度

［フロー型］

　■達成率（%）　　フロー型：実績値／目標値　　ストック型：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）

3

達成率

［フロー型］

- -

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H23 H24

目標値 - 24.6 27.3

21.9 22.1

- -

政策 4 施策 1

-

指標測定年度 H22 H23 H24

目標値

H25

114.3% -101.2%

目標指標等の状況

H26

津波被災市町における家
畜飼養頭羽数（頭）

市町村家畜飼養頭羽数調
べによる

H25 -

- 163,000 167,600 180,000

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

- -

目標値の
設定根拠

・国においては，農林漁業再生のための戦略として，平地で20～30ha規模の経
営体が大宗を占める構造を目指すとしている。農業生産法人は大規模農業経営
の一定割合を占めており，年次毎の経営面積の把握が可能であることから，「土
地利用型農業を行っている農業生産法人1法人当たりの水田経営面積」を目標
指標として設定した。
・国では経営規模20～30haを目指しており，農業生産法人は大規模農業の中心
的役割を期待されていることから，目標値を30haに設定した。

実績値の
分析

・平成24年の土地利用型農業を行っている農業生産法人1法人当たりの水田経
営面積は前年から1.8ha増加した。
・農地復旧の進展とともに，地域農業を担う経営体として農業生産法人等への農
地集積が期待される。

4

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値

達成率

30.0

H25 -指標測定年度

H25 H26

土地利用型農業を行って
いる農業生産法人１法人
当たりの水田経営面積
（ha）

23.9

目標値の
設定根拠

評価対象年度

実績値の
分析

・畜舎等の復旧が進み，各種家畜導入助成等により，飼養頭羽数が増加した。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

・東北被災3県（宮城・福島・岩手）の中で家畜の飼養頭羽数は，岩手・宮城・福
島の順であるが，全国に占める位置は，３県とも高い位置にある。このような中，
震災により減少した頭羽数を回復させていることの意義は大きい。

平成25年度政策評価・施策評価基本票

H23

0

50000

100000

150000

200000

250000

H22 H23 H24 H25

目標

実績

0

5

10

15

20

25

30

35

H22 H23 H24 H25

目標

実績
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※ 沿岸部　：　沿岸15市町
内陸部　：　沿岸部以外の市町村

平成25年度政策評価・施策評価基本票

調査回答者数 1,134

5.3%
6.5%

調査回答者数 779

この
施策に
対する
満足
度

満足群
の割合

4.9%
36.3%

7.6%

内
　
陸
　
部

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

46.4%
80.0%

やや不満 不満群
の割合

24.3%
31.9%

不満

やや満足 31.4%

満　　　足

分からない 31.9%

調査回答者数 1,143

分からない 13.5%

重要ではない 1.2%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

やや満足 31.1%

やや重要 33.6%

不満

この
施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

3.3%
34.4%

8.6%

分からない 14.3%

分からない 38.5%

やや不満 不満群
の割合

18.5%
27.1%

沿
　
岸
　
部

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

38.2%
76.1%

調査回答者数 788

重要ではない 1.8%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

7.7%
9.5%

調査回答者数 1,922

やや重要 37.9%

不満

やや満足 31.2%この
施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

4.3%
35.5%

8.0%

分からない 13.8%

分からない 34.6%

やや不満 不満群
の割合

21.9%
29.9%

1,939

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

6.3%
7.7%

重要ではない 1.4%

県民意識調査結果

調査実施年度
（調査名称）

平成24年度
（平成24年県民意識調査）

平成25年度
（平成  年県民意識調査）

平成  年度
（平成  年県民意識調査）

県
　
全
　
体

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

43.1%
78.5%

やや重要 35.4%

調査回答者数

評価対象年度 平成24年度 政策 4 施策 1
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・復旧が必要な農地13,000haのうち農地
5,220haを復旧。また，被災した排水機場47か所
のうち，33か所の本復旧に着手した。海岸施設
は被災した94か所のうち，31か所の本復旧に着
手した。

事
業
番
号

事　業　名

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

縮小
H22 H23 H24 H25

❶
１２

給与自粛牧草等
処理円滑化事業

180,400

　東京電力株式会社福島第一原子力発電
所事故により放射性物質に汚染された稲わ
ら及び牧草の処理を円滑に進めるため，処
理経費について助成する。

・汚染稲わら一時保管施設設置　28棟
・一時保管施設の維持管理（点検等）　　一式

5

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組7 - 587,664 180,400 -

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農産園芸環境課
震災復興

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

6
被災農家経営再
開支援事業

2,255,658

平成２３年度から取り組んできている被災農
家経営再開支援事業は，震災による津波
等で被害を受けた地域において，経営再
開に向けた復旧作業を共同で行う農業者
に対して，復興組合等を通じて，その活動
に応じ,経営再開支援金を交付するもので
ある

・取組市町数：11市町（26復興組合）
・交付対象面積：6,667ha

4

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

4①❶ - 2,954,728 2,255,658 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❹に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農産園芸環境
課，畜産課

ビジョン
妥当

成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❶
０４

東日本大震災農
業生産対策事業

2,312,043

　農業・経営の早期再生のため，被災した
施設等の改修，再編整備，農業機械の再
取得等に対して助成する。

・共同利用施設の復旧及び再編整備のほか，
経営の再開に必要な農業機械や資機材の導入
を支援した。
・交付決定件数　91件

3

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 5,826,635 2,312,043 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

ビジョン
妥当

成果が
あった

効率的 廃止
H22 H23 H24 H25

❶
０３

農業用共同利用
施設災害復旧事
業

441,920

　農業の経営の維持と安定を図るため，震
災により被災した農業協同組合等が所有
する農業用共同利用施設の復旧を図る。

・補助実績　1団体

2

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 15,216 441,920 －

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❸に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課，農
村整備課

ビジョン
妥当

成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❶
０１

東日本大震災災
害復旧事業

15,026,272

　震災により著しく損なわれた農業生産力
の維持・向上を図るため，農地・農業用施
設等の復旧工事を実施することにより，生
産基盤の早期回復を図る。

1

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 7,546,412 15,026,272 -

平成25年度政策評価・施策評価基本票

施策 1

宮城県震災復興推進事業

評
価
番
号

平成24年度
決算見込額

（千円） 事業の状況

事業主体等 特記事項

評価対象年度 平成24年度 政策 4
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緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 統合
H22 H23 H24 H25

❶
２４

被災農地におけ
る早期復興技術
の開発事業

7,234

　震災により被害を受けた産地の早期復旧
と営農再開を図るため，津波被災農地及び
放射性物質検出農地の実態調査とこれに
対する農業技術対策を確立する。

11

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 － 6,645 7,234 －

・津波被災農地の営農再開に向けた作付対策
や管理技術，放射性物質の農作物への吸収抑
制対策の効果等について本年得られた結果や
吸収対策を周知するために成果報告会を開催
した。

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 廃止
H22 H23 H24 H25

❶
２３

農業試験研究施
設等復旧事業

16,029

　本県の農業生産力について，震災からの
速やかな回復と今後の発展を支えるため，
甚大な被害を受けた農業試験研究施設等
の早期復旧を図る。

・平成24年度に繰越した農業・園芸総合研究所
本館の復旧工事と美里農業改良普及センター
の修繕工事を実施し完了した。

10

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 － 32,960 16,029 －

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 廃止
H22 H23 H24 H25

❶
２１

家畜生産性向上
対策推進事業

4,505

　震災等により，多大な被害を受けた畜産
農家に対し，家畜衛生対策，繁殖性向上
対策及び放射性物質の影響低減対策を図
るため，関係機材を家畜保健衛生所及び
畜産試験場に導入し，畜産農家への指導
を強化する。

・牛生体における放射線量を測定するための機
器を導入し，牛肉内の放射性物質の低減度を
確認し，出荷への支援を実施した。

9

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - - 4,505 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❶
１６

肉用牛出荷円滑
化推進事業

140,291

　県産牛肉の信頼性を確保するため，当分
の間，出荷される肉用牛全頭を対象とした
放射性物質の検査を行う。また，廃用牛の
放射性物質低減対策を支援する。

・H25.3月末までの検査頭数
　・県内　21,345頭
　・県外　11,389頭

8

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組7 - 177,365 140,291 -

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❶
１４

草地土壌放射性
物質低減対策事
業

1,191,740

　東京電力株式会社福島第一原子力発電
所事故に伴い，牧草地から牧草への放射
性セシウムの移行を低減するため，牧草地
の反転耕等の事業を実施する。

・草地除染に係る資材費の請求猶予，作業委託
費仮払いを行う農協に対して，運転資金の貸付
を行った。
　　　　　　3農協　1,191,740千円

7

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組7 - - 1,191,740 -

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 廃止
H22 H23 H24 H25

❶
１３

廃用牛低減緊急
対策事業

141,426

　畜産農家で飼い直しされたきた廃用牛に
ついて，新たな食肉の規制値に対応するた
め，地域で集中的に管理する取組に対し
支援する。

・6JAにおいて，13施設を活用し，乳用牛221
頭，肉用繁殖牛267頭について，集中管理を行
い，放射性物質濃度を低減させ，食肉処理等が
行われた。

6

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組7 - - 141,426 -
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緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

概ね妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

1,101 －

❷
０５

集落営農ステッ
プアップ支援事
業

1,101

　被災地集落営農の早期営農再開を目的
にプランの策定から経営再開に向けた取組
を支援する。また，集落営農組織の実践プ
ランの策定，園芸品目など新たな作物導入
や農産加工などの取組を支援し，経営基
盤の確立と組織体制の強化を図る。

・被災集落営農組織への営農再開支援や多様
な集約営農組織への経営高度化支援のほか，
集落営農の法人化等に向けた課題を明らかに
し，その課題解決に向けた活動を実施した。い
ずれも農業改良普及センターが中心となり，試
験研究機関等と連携して集中的な技術・経営支
援を行った。16

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

取組11 - -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

－ 維持
H22 H23 H24 H25

❷
０３

耕作放棄地活用
支援事業

－

　被災した農業者や農業法人が，県内の耕
作放棄地を活用して営農を再開する取組
に対して支援する。

・被災した農業者が県内の耕作放棄地を活用し
て営農を再開する取組に対して支援した。

15

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 － － － －

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❷
０２

青年農業者育成
確保推進事業

61,703

　新規就農者の育成・確保を図るとともに，
東日本大震災早期営農再開支援センター
の業務を推進することにより，被災農業者
の早期の営農再開支援や雇用のマッチン
グを図る。

・就農相談件数　　129件
・就農計画の認定　18件
・青年就農給付金の給付　42件

14

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組10 - 11,568 61,703 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❷
０１

経営改善計画策
定支援事業

700

　被災農業者の事業再開及び経営継続に
向けた事業計画及び経営改善計画等の作
成について支援する。

・支援経営体数5件

13

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 283 700 -

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❶
２５

被災地域農業復
興総合支援事業

19,422,561

　被害を受けた市町村が実施する農業用
施設の整備及び農業用機械の導入を総合
的に支援し，地域の意欲ある多様な経営体
の育成・確保及び早期の営農再開を支援
する。

・交付実績10市町
　（仙台市，石巻市，東松島市，白石市，名取
市，岩沼市，大崎市，亘理町，山元町，七ヶ浜
町）

12

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 － － 19,422,561 －
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年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

ビジョン
妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

関連：取組11 － 23 267 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

17
-2

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

❷
０６
-2

市町村農林業災
害対策資金特別
利子助成事業

267

　災害復旧の促進及び経営の維持・回復を
図るため，震災及び東京電力株式会社福
島第一原子力発電所の事故に伴う出荷停
止等による損害を受けた農林業者に対し
て，災害対策資金の円滑な融通を図る。

・平成24年度貸付実績　4件　18,800千円
　・利子補給額　8市町　267千円
　・事業説明会　6回
・平成24年12月で貸付が終了したため，平成25
年度以降は過年度利子補給のみ。

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
１２

津波被害土地改
良区償還支援事
業

25,571

　津波によって農地・農業用施設に壊滅的
な被害を受けた国営土地改良事業地区に
係る地元負担金について，賦課金徴収に
見通しがつかない土地改良区に対して支
援する。

・津波被害により区債償還に係る特別賦課金の
徴収が不可能となった亘理土地改良区に対し，
区債償還に必要な資金を貸し付け，改良区管
内の営農再開を支援した。

20

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組11 - 17,972 25,571 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❹に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
１０

畜舎等施設整備
支援対策事業

124,582

　震災により畜舎が流出するなど生産基盤
に被害を受けた生産者が農業生産力を維
持するため，経営再建や新たな生産開始
に必要な家畜飼養管理用施設等を整備す
るための経費を補助する。

・交付実績10市町，82件
・交付金額124，582千円

19

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 75,505 124,582 -

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

ビジョン
妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❷
０９

農林業震災復旧
支援利子負担軽
減事業

1

　災害復旧を目的として農林業者が農業協
同組合から借り入れる低利の独自資金に
ついて，金利負担の軽減のために農業協
同組合が負担する経費を県が補助すること
により，復旧途上にある農林業経営を支援
する。

・平成24年12月から制度開始
・農林業震災復旧支援利子負担軽減事業の制
度説明（13農協）
・平成24年度実績　2件　1千円

18

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組11 - - 1 -

1,068

　災害復旧の促進及び経営の維持・回復を
図るため，震災及び東京電力株式会社福
島第一原子力発電所の事故に伴う出荷停
止等による損害を受けた農林業者に対し
て，災害対策資金の円滑な融通を図る。

・平成24年度貸付実績　4件　18,800千円
　・利子補給額　8市町　1,068千円
　・事業説明会　6回
・平成24年12月で貸付が終了したため，平成25
年度以降は過年度利子補給のみ。

①必要性 ②有効性
H25

緊
急

農林水産部

17
-1

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組11 － 89 1,068 -

③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

ビジョン
妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24

❷
０６
-1

東日本大震災農
林業災害対策資
金利子補給事業

事業の分析結果

513



農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❸
０５

農地整備推進支
援事業

53,368

　甚大な津波被害区域において，まちづく
りと調整を行いつつ短期間に合意形成を図
るため，専門的な知識を有する者への委託
等を行い，農地整備事業等の効果促進と
早期の効果発現を図る。

・気仙沼管内事業予定地区において，現状では
用排水施設は個人管理であることが判明。話し
合いを重ねることにより造成施設を共同管理す
る意識を醸成。
・仙台管内においては，復興整備後の農業経営
のあり方について意見を集約。25

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - - 53,368 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❸
０４

復興整備実施計
画事業

440,090

　甚大な津波被害区域において，農地の
再編整備や施設整備に係る地域の諸条件
等についての調査・計画及び設計を行い，
農業生産基盤整備の実施計画を策定。

・平成23年度に引き続き農山漁村地域復興基
盤総合整備事業の実施計画を策定した。その
結果，事業を予定している17地区のうち12地区
の法手続きを開始した。

24

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - - 440,090 -

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課
ビジョン

課題有
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

廃止
H22 H23 H24 H25

❸
０３

農地災害復旧関
連一括農地管理
事業

1,500

　農地災害復旧と関連して，土地改良区等
が一括して農地管理を行い，地域内外の
耕作希望者に対し，効率的な農地利用に
配慮した一時利用指定や農地配分が出来
る仕組みを構築するため，それらの活動に
対する助成支援を行う。

・河南矢本土地改良区が管理する農地のうち，
津波被害を受け，農地整備事業未実施の
784.2haを対象に事業を行った。その結果，
10.3ha分の農家3件について借り受け代替地を
見つけることが出来たもの。

23

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - - 1,500 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課
ビジョン

概ね妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

廃止
H22 H23 H24 H25

❸
０１

農村地域復興支
援事業

8,000

　甚大な津波被害区域においては，農地を
復旧するに当たり，地域ごとに新たな農業
を可能とする実施計画の策定が必要となる
ことから，地域住民の意向を踏まえて実施
計画を策定する。

・実施計画策定　1地区（石巻市）
・防災集団移転促進事業の移転跡地を含む被
災農地整備の実施計画を策定し，地域の復興
整備の具体化を行った

22

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 4,965 8,000 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

ビジョン
妥当

成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
１３

農業団体被災施
設等再建整備支
援事業

26,247

　被災地域の農業の再生を図るため，震災
により甚大な被害を受けた農業団体（協同
組合等）の施設・設備等の再建を支援し，
当該団体の運営基盤の復興・強化を図る。

・補助実績　4団体

21

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 76,965 26,247 -
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・復旧が必要な農地13,000haのうち農地
4,800haを復旧。また，被災した排水機場47か所
のうち，33か所の本復旧に着手した。海岸施設
は被災した94か所のうち，31か所の本復旧に着
手した。

緊
急

農林水産部
4①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農産園芸環境
課，畜産課

ビジョン
妥当

成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❹
０２

東日本大震災農
業生産対策事業

2,312,043

　農業・経営の早期再生のため，被災した
施設等の改修，再編整備，農業機械の再
取得等に対して助成する。

・共同利用施設の復旧及び再編整備のほか，
経営の再開に必要な農業機械や資機材の導入
を支援した。
・交付決定件数　91件

30

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 5,826,635 2,312,043 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❹
０１

農業参入支援事
業

374

　被災地域においては，農地や農業生産
施設はもとより，農業の中核的人材も失うな
ど，地域全体の農業生産力の減退が懸念
されることから，民間投資を活用した農業生
産力の維持・向上，地域農業の活性化，雇
用の促進に資するため，企業の農業参入
を推進する。

・地域農業の新しい担い手として，企業の農業
参入を促進するため,企業等の農業参入セミ
ナーを開催した。
・企業等の農業参入を促進するため，パンフレッ
トを1,500部作成し，活用した。

29

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組10 - 48 374 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 拡充
H22 H23 H24 H25

❸
０８

地域農業経営再
開復興支援事業

72,993

　震災により被害を受けた地域において，
経営再開マスタープランを作成し，プランの
実現に向け農地集積等に必要な取組を支
援する。

・震災被害を受けた12市町において，経営再開
マスタープランが作成された。また，5市町で，プ
ランの実現に向け農地集積等に必要な取組を
支援した。

28

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 － 18,528 72,993 －

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農地復興推進室
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❸
０７

東日本大震災復
興交付金事業
（農村整備関係）

1,718,727

　津波により被災した農村地域において，
農山漁村地域の復興に必要な生産基盤の
総合的な整備を実施する。
　あわせて，認定農業者等，将来の農業生
産を担う者への農用地の利用集積を図る。

・津波により被災した農地・農業用水利施設の
整備を15地区で行った。
・区画整理工58.1ha，暗渠排水工122.0ha
・農業経営高度化支援 1式
・排水機場1か所，排水路工L=15ｍ

27

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 － 21,850 1,718,727 -

緊
急

農林水産部
4①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課，農
村整備課

ビジョン
妥当

成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❸
０６

東日本大震災災
害復旧事業

15,026,272

　震災により著しく損なわれた農業生産力
の維持・向上を図るため，農地・農業用施
設等の復旧工事を実施することにより，生
産基盤の早期回復を図る。

26

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 7,546,412 15,026,272 -

515



農林水産部

事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）4③❹,4④❶
に再掲

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

ビジョン
概ね妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

廃止
H22 H23 H24 H25

❺
０１

農産物等直売所
経営支援事業

400

　生産者の生活再建と地域社会の復興を
図るため，震災により売上げが減少した農
産物等直売所の経営改善を支援する。

・支援経営体数3件

34

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組7 - 147 400 -

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

拡充
H22 H23 H24 H25

❹
０５

食料生産地域再
生のための先端
技術展開事業

56,634

　津波被災農地を新たな食料供給基地とし
て再生させるため，県や独法の試験研究機
関，民間企業，大学等に蓄積されている多
様な先端技術を組み合わせ最適化し，農
業法人等のほ場において大規模実証を行
う。
　あわせて，実証された先端技術を体系化
し，新しい産業としての農業を支える技術と
して発信すること等により，復旧・復興に活
用する。

・名取市から山元町にかけて，土地利用型作
物，露地野菜，施設園芸，果樹の大規模実証
試験が可能な経営体や圃場の選定調整を行
い，一部課題を除き，5月下旬から本格的な実
証研究を開始した。

33

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 － 10,362 56,634 －

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❹
０４

経営再建家畜導
入支援対策事業

53,478

　震災により畜舎の流出等生産基盤に被害
を受けた生産者の負担軽減を図るため，経
営再建，生産回復のために必要な新たな
代替家畜の導入経費を補助する。

・交付実績8市町，導入実績頭数：牛83頭等
・交付金額　53,478千円

32

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 47,468 53,478 -

緊
急

農林水産部
4①❷ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❹
０３

畜舎等施設整備
支援対策事業

124,582

　震災により畜舎が流出するなど生産基盤
に被害を受けた生産者が農業生産力を維
持するため，経営再建や新たな生産開始
に必要な家畜飼養管理用施設等を整備す
るための経費を補助する。

・交付実績10市町，84件
・交付金額124，582千円

31

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組6 - 75,505 124,582 -

516



❺
０５

農地・水保全管
理復旧活動支援
事業

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

31,254

　震災により被災を受けた農業用施設等の
速やかな復旧を図るため，機動的かつきめ
細やかに農地周りの施設の補修等に取り
組む組織を支援する。

・復旧活動支援　6,569ha

38

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組30 - 1,200 31,254 -

農林水産部

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❺
０４

農地・水保全管
理事業

303,015

　地域の農業用用排水路の長寿命化対策
のため，非農家を含め，地域主体による農
村地域資源の保全管理の取組を強化し，
集落コミュニティの回復・向上を支援する。

・農地の保全活動を支援
　43,865ha(活動組織数　512組織）
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事業概要 平成24年度の実施状況・成果

取組30 - 331,966 303,015 -

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❺
０３

中山間地域等直
接支払交付金事
業

220,988

　中山間地域等の条件不利地域におい
て，農地の荒廃を防ぎ，多面的機能を継続
的，効果的に発揮させるため，農業生産活
動及びサポート体制の構築を支援する。

・中山間地域等条件不利農地の保全活動支援
2,099ha(活動協定数　232協定）
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事業概要 平成24年度の実施状況・成果

取組30 - 221,021 220,988 -

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4④❶に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

食産業振興課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❺
０２

食育・地産地消
推進事業

2,940

　震災による需要の落ち込みへの対処や
県産農林水産物等のイメージアップのた
め，地産地消の取組を全県的に進め，県産
食材の一層の理解や消費・活用の促進を
図る。また，宮城の「食」に関して情報発信
を行う人材を登録・派遣し，体験活動や現
地見学を通じて，県民への県産食材や
フードチェーンに対する理解促進，食材を
選択する力の育成等に取り組み，地産地
消の一層の普及を図る。

・県の放射性物質検査体制などの食の安全安
心に関する情報発信を行うとともに，関係団体
等と連携し，農林水産物PRを行った。
・緊急雇用基金を活用して，復興応援キャン
ペーンを実施（3回，8，11，2月）するとともに，量
販店に店頭販売員を設置し，県産農林水産物
の販路確保及び消費拡大を図った。
・食育の推進では，宮城の「食」の情報発信を行
う人材を登録・派遣する「食材王国みやぎ伝え
人(びと)」登録事業の創設（30者登録）や高校生
地産地消お弁当コンテストを再開（応募者数
H22年度（48件）→H24年度（101件））した。
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事業概要 平成24年度の実施状況・成果

取組7 - 1,022 2,940 -

❺
０６

農林水産部
①必要性

H22

253

　学校給食における県内農林水産物の利
用拡大を図るため，毎年１１月を「すくすく
みやぎっ子みやぎのふるさと食材月間」と
し，普及・啓発を図るとともに，生産者と学
校給食調理場とのマッチングを支援する。

・「すくすくみやぎっ子　みやぎのふるさと食材月
間(11月)」による普及啓発，県産食材の利用促
進のためのマッチング支援，学校給食における
地場産野菜等の利用品目割合調査を行った。
・また，現地調査をもとに現地調査報告書を作
成（1,000部）した。

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

学校給食地産地
消推進事業

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農産園芸環境課

39

H23 H24 H25

取組7 - 165 253 -
妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持

517



グリーン・ツーリ
ズム復興支援事
業

8,350

　震災により被災した沿岸部実践団体（者）
への支援を行うとともに，県全体のグリー
ン・ツーリズム活動の底上げを支援し，都市
住民との交流による農林水産業や農山漁
村を力強く支えるサポーターを増加させる。

・グリーン・ツーリズム復興関連の情報収集
・交流体験プログラムの作成
・受入組織復興支援
・広報誌作成

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24

1,120

　食料自給率について認知度の向上を図
り，県民一人一人が国内外の食料事情や
宮城の食材，農林水産業に対して理解を
深めるとともに，県産農林水産物の生産振
興と消費拡大を図るための自主的な取組を
促進するため，生産，流通，消費，食育な
どの関係団体と連携しながら「みやぎ食料
自給率向上県民運動」を展開していく。

・標語募集：応募総数4,567点
・標語の最優秀作品を掲載したポスターを作成
し，県内に幅広く配布（20,000部）。
・広報啓発活動（出前講座やパネル展示，研修
会での資料配付，小学生向け学習教材の作
成・公開，フリーペーパーにおける県民運動の
紹介，関係機関との連携によるイベントへの参
加）

みやぎの食料自
給率向上運動事
業

❺
０７

決算（見込）額計 61,817,700

決算（見込）額計（再掲分除き） 44,354,803

4④❷に再掲 ①必要性

-
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事業概要 平成24年度の実施状況・成果

農村振興課
H25

関連：取組5 - - 8,350 -

ビジョン

農林水産部

❺
０８

40

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

食産業振興課
H23 H24 H25

取組7 - 840 1,120

ビジョン
妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

518




